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事 務 局 規 程 

（目 的） 

第１条 この規程は、この法人の定款第 59 条第 3 項の規定に基づき、事務局の健全な運営を図るため、

この法人の事務局に関して必要な事項を定める。 

（事務局の構成） 

第２条 事務局に次に掲げる職員を置く。 

（１）事務局長 

（２）事務局次長 

（３）事務員 

２ 前項の第１号及び第２号を管理職とする。 

３ 会長は、前項以外の職制を定めることができる。 

（職員の職務） 

第３条 事務局長は、会長の命を受けて、事務局の事務を統括する。 

２ 事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故があるとき、または事務局長が欠けたときは、事

務局次長が職務を代行する。 

３ 事務員は、上司の命を受けて、事務に従事する。 

（職員の任免及び職務の指定） 

第４条 職員に関する人事は、三役会で協議の上、会長が行う。ただし、管理職の任免は、理事会の承認

を得るものとする。 

２ 職員の職務は、会長が指定する。 

（非常勤職員等の雇用） 

第５条 事務局に必要があると認めるときは、非常勤の嘱託、臨時雇用職員その他職員（以下「非常勤職

員等」という。）を置くことができる。 

２ 非常勤職員等の任免は、三役会で協議の上、会長が行う。 

（事務の処理） 

第６条 事務は、原則として担当者が文書（図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）を含む。）によって立案し、事務局

長を経て、業務執行理事の職務権限規程に定める決裁権者の決裁（電子決裁機能を有するソフトウェア

を利用して関与者及び決裁権者の承認を求める方法を含む。）を受けて処理する。 

２ 起案文書には、関係資料を添付しなければならない。 

３ 第１項の取扱いは、他の規程に特別の定めがある場合は、その定めるところによる。 

（改 廃） 

第７条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

  附 則 

１ この規程は、平成２８年１０月１４日から施行する。 

２ この規程は、令和元年６月２１日から施行する。 
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３ この規程は、令和７年２月１２日から施行する。 

 


